
平成 1 6 年度 当初予算案主要事項説明
商 工 部

事  業  名
< 雇用創出事業費>  起業分野

西陣 S O H O 人材育成事業費

予  算  額 3 , 0 0 0 千円 新規 ・継続の別 継  続
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1 . 目 的

空き町家や長い歴史を持つ蓄積されたデザインなど西陣の資源を活かした新産

業誘致 ・育成を促進するため、伝統産業分野に蓄積された産業資源の活用やデジ

タル S O H O の集積へ向けた人材育成事業を実施する。

2 .事業内容

■ 京都西陣デジタルプロデューサー養成事業

西陣織や映像制作などにかかわる優れたデザインカや専門知識を備 えた人材

を、 ブロードバンド用コンテンツの製作プロデューサーとして育成し、伝統 ・地場産

業従事者などの新分野展開や雇用創出に結びつける。

・内 容 : コンテンツ制作を通 した人材育成

京都府を紹介するコンテンツ製作 (4本程度)

・養成数 :デジタルコンテンツ分野での一定の知識を有する人材を対象に、4 チー

ム・延べ16名程度

3 ,雇用見込人数

実雇用  1 6 人

担当課 ・係名 産業活力支援室 新産業推進チエム 課 。係 電話番号 075-4 14-4852

共通 - 4 1



平成 1 6 年度 当初予算案主要事項説明
商 工 部

事  業  名
< 雇用創出事業費>  起業分野

産学公連携研究開発資金支援事業費

予  算  額 2 0 0 , 0 0 0 千 円 新規 ・継続の別 継  続

事 業 内 容

的

象

等法

目

対

方

1 . 目的

次代の京都経済の発展を担う新産業創成や新分野開拓の一環として、大

学の技術移転や新産業 ・ベンチャーの育成、中小企業のスキルアップを図
る、産学公連携 による共 同研究開発を促進するため、中小企業を含む企業

や大学のグループヘの新たな資金供給を実施する。

2 . 事業概要

(1 )対象

新京都ブランド分野 < IT 、Q O L (生活の質の向上を図る産業)、環境 、試

作産業等 > において、事業化 ・産業化を前提 として、産学公連携 による共

同研究開発を行うグループ (府 内中小企業を含むものに限る)

(2 )事業スキーム

■1グループに対し、1億 円を上限に資金支援 (2 ～3年の複数年支援)
※上限 :研究開発経費の2 / 3 以内

■研究開発の進捗状況について第二者 によるチェックを実施

※成果への到達が困難な場合 には資金支援を中断

(3 )事業実施主体

財団法人京都産業 2 1

(4 )採択要件 (対象事業に求める成果)

共同研究開発の実施後、下記の何れかの成果が確実に見込まれること等
・ベンチャー企業の創 出
。新会社の設立 (第二創業等を含む)
。新部門の創 出
・知的財産権の取得

3 . 事業費
2 0 0 , 0 0 0 f 円

①新規採択3グループ、⑤からの継続3グルエプの計6グループを
支援

※財団法人京都産業2 1において資金支援を行うための基金を造成

4 . 備考

単年度毎に開発ステージを区分しないなど、開発現場の実態 に合わせ 、

共 同研究開発の実効性を高め、事業化 ・産業化の促進を図る全国でも例の

ない制度

担 当課 ・係名 産業活力支援室 産学公連携推進テーム 課 ・係 電話番号 075-4 14-4853

共通 - 4 2



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

企 雇国F喜芳註均寿i弓野【

事 業 名

< 雇用創出事業費> 起業分野

けいはんな新産業 フロンティア創出事業費

予 算 額 3 0 , 0 0 0 千円 新規 ・継続の別 継続

事 業 内 容

目的

対象

方法等

1 目 的

学研都市に集積する研究開発資源を活用した中小 ・ベンチャー企業によ

る新産業創出のための研究開発、事業化プロジェクトを支援し、京都府内

の産業振興、産業経済の発展を図る。

2  事業概要

支援対象者 京都府内に本社又は学研都市に研究所を置く中小企業等

支 援 対 象 ○ 学研都市に立地する大学、研究所、企業等の文化学

術研究の成果を活用した研究開発及び事業化

○ 学研都市に立地する大学、公的研究所等と連携した

取組

① 知的クラスター創成事業の 「ヒューマンエルキュー

ブ分野」に関連するテーマ等

支 援 内 容 ① l グループに対し、対象事業費の2 / 3 以内で、3 か

年 ・1 5 , 0 0 0 千円を上限に支援

① 1 6 年度は、継続事業 (4 件) の支援とともに、新規

事業 3 件程度を公募のうえ採択支援の予定

担当課 ・係名 文化学術研究都市推進室 企画係 課 ・係直通電話番号 075-4 14-5 194

共通 - 4 3



平成 1 6 年度 当初予算案主要事項説明
商 工 部

事 業  名
< 雇用創出事業費> 起業分野

地 域 商 工 業 活 性 化 事 業 費

予  算  額 3 , 0 0 0  千 円 新規 ・継続の別 継  続

事 業 内 容

的

象

等法

目

対

方

1  趣   旨

厳 しい経済情勢の中、地域 の商工業の活性化 を図るための緊急的

かつ積極 的な取組 を進めるため、地域 に潜在す る 「資源」 を活用 し

てモデル事業として実施する 「コミュニティビジネス」への支援を

行う商工関係団体に対して助成することにより、地域商工業の振興
と雇用の場の確保を図る。

2  事業内容

3  雇用見込人数

実雇用  1 5 人

対 象 事 業

地域 に潜在す る 「人材」 (高齢者、 中高年離職者、主

婦等) の雇用 と 「地域資源」 (特産 品、観光資源、空

き店舗等) の活用 を図 りなが ら、モデル事業 として実

施 されるコミュニティビジネス

支 援 内容
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補 助 金 [限 度 額] 1,000千 円

[補 助 率] 1 / 2

担当課 , 係名 商工振興課 金融 ・組合室 組合担当 課 ・係直通電話番号 075口4 14-4826

共通 - 4 4



平成 1 6 年度 当初予算案主要事項説 明

禅稚領義打嘉抱止音「

事 業 名

< 雇用創出事業費> 起業分野

高 齢 者 地 域 活 性 化 推 進 事 業 費

予 算 額 2 2 , 5 0 0 千円 新規 ・継続の別 継 続

1 趣  旨

高齢者地域活性化推進計画を推進するため、高齢者が豊かな知識と経験を

活かし、自主的なグループ活動により、仕事おこしの活動を支援する。

2  事業内容

① 高齢者の自主的グループ活動支援

レ 高齢者が地域の活動資源 (遊休施設 ・空き店舗、人材等) を活かして、

自主的活動により地域を元気にする取組で、当該活動が高齢者の自主的

活動グループの仕事おこしに業がる活動を支援する事業。

仕 事 お こ し

補  助  額 1 , 0 0 0 千円以内

補 助 期 間 1 年 (最長 3 年まで延長可)

負 担 区 分 府 1 / 2 、市町村 1 / 2

補助対象経費 人件費、食糧費を除く活動経費

② 地域 (市町村等) の支援体制確保

> 高齢者の自主的グループヘの知事の激励活動

③ 情報 ・交流の中央拠点運営

>  (財) 京都 S K Y センターにおいて、情報の集約 ・発信、人材育成、

交流会の開催等を実施

3 雇用見込人数

実雇用  8 0 人

担当課 ・係名 高 齢 化 対 策課  長寿社会係 課・係電話番号 075-414-4568

共通- 4 5



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

事  業  名

< 雇用創出事業費>  起業分野

新規雇用開拓アドバイザー設置事業費

予  算  額 1 2 , 0 0 0  千円 新規 ・継続の別 継 続
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1 趣  旨

離職を余儀なくされた中高年離職者をア ドバイザー (2 名) とし

て京都商工会議所に設置 し、新たな事業展開や起業化を進めている

者等に対 し、人材確保や労務管理のあ り方、助成金の活用等につい

ての助言や、関係ハ回一ワーク等との連絡調整等を行い、新たな雇
用の創出を図る。

2  事業概要

・創業等を計画 している中小企業者等に対する指導 ・助言 (「雇用機

会増大促進地域」の指定に伴 う各種助成金の相談 ・P R 等も併せ

て行う。)
。相談 ・説明会の開催
。上記機会を利用 した新規雇用開拓 等

3  実施方法

京都商工会議所への委託

4  雇用見込人数

実雇用 2 人

担当課 ・係名 雇用対策プロジェク ト 就業支援チーム 課 。係 電話番号 075-414-5095

共通 - 4 6



平成 1 6 年度 当初予算案主要事項説明
商 工 部

事  業  名
< 雇用創出事業費> 起業分野

中 小 企 業 活 力 支 援 ア ドバ イ ザ ー設 置 費

予  算  額 2 5 , 0 0 0 千 円 新規 ・継続の別 継  続

事 業 内 容

的

象

等法

目

対

方

1 趣  旨

厳 しい経済情勢 の下、 中小企業の活 カア ップ ・再生等が大 きな

課題 とな って いる中で、国の再生支援施策 の機能強化等 も踏 まえ

つつ、中小企業への 「活 力支援」 を強力に推進す るため に 「中小

企業活力支援 ア ドバイザT 」 を設置す る。

2  事業内容

地域の 中小企業 に対す る創業や経営活力の向上 に関す るア ドバ

イス、国 ・府の支援施策へのコーディネー ト等を行うため府内 9

箇所の地域中小企業支援センターに 「中小企業活力支援ア ドバイ

ザー」を配置

3  委託先
地域中小企業支援センター事業を実施する府内 9 箇所の商工会

・商工会議所

4  雇用見込人数

実雇用 2 0 人

担当課 ・係名 商工振興課 金融 ・組合室 組合担当 課 '係直通電話番号 075口4 14-4826

共通 - 4 7



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

事  業  名

< 雇用創出事業費>  その他の分野

緊 急 雇 用 創 出 基 金 事 業 費

予 算 額 1 , 6 2 3 , 5 0 0  千円 新規 ・継続の別 継 続
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1 趣  旨

厳しい雇用失業情勢に対応するため、地域の特性を踏まえた臨時
応急の雇用創出につながる事業及び経営環境の厳しい中小企業に対
する積極的な事業の委託を、府及び市町村において、緊急措置とし
て実施し、雇用 ・就業機会の創出を図る。

2  事業概要等

(1) 提案公募型事業 (府事業  1 0 5 , 5 0 0 千円)
ア 概  要

経営環境の厳しい中小企業に対し、府が取り組むべき行政
課題の解決につながる事業を委託することにより、中小企業
の雇用の安定と雇用機会の創出を図る。

イ 実施方法
府が取り組むべき行政課題を例示することにより、幅広い

業種の中小企業から、自由な発想で具体的な事業内容等の提
案を公募し、事業を選定の上、委託する。

ウ 雇用見込人数
実雇用 1 0 0 人

(2〕市町村事業補助 (市町村事業 1 , 5 1 8 , 0 0 0 千円)
ア 概  要

市町村において緊急措置として雇用 ・就業機会を創出する
事業を実施する。

イ 実施方法
市町村への補助

ウ 雇用見込人数
実雇用  2 , 3 0 0 人               (単位:千円、人)

区  分 内 訳 事業費 実雇用見込人数

市町村事業

一 般 事 業 1,318,000 2,182

中小企業特別委託事業 200,000 118
計 1,518,000 2,300

担当課 ・係名 雇用対策プロジェクト 雇用促進チーム 課 係 電話番号 075-414-5094

共通 - 4 8



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

知事直轄組織

事  業  名

< 雇用創出事業費> その他の分野
庁内ワニクシェアリング実施事業費

予  算  額 1 5 0 , 0 0 0  千円 新規 ・継続の別 継 続
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1 趣  旨

就業支援の一環 として、特に厳 しい雇用情勢にある新規学卒者を

含む若年層を雇用 し、キャリアアップを図 り、将来の安定 した就職
につなげる。

2  事業概要
新規学卒者及び若年層を臨時職員として雇用し、幅広い業務経験

や研修等を通じて、キャリアアップを図る。

3  実施方法及び雇用見込人数

規
者一牛

新
学 募集要項を作成して実施

(府内居住者 (通学のための一時的な府外

居住者含む) 限定)

実雇用
50人

上記以外の

18歳～28歳
実雇用

50人

4 そ の 他
職場研修、通信教育研修等により社会人としての基本的な知識

・技能や将来の進路希望に応じた知識 ・技能を習得させる。

担当課 ・係名 人事課 人事担当 課・係 電話番号 1 075-414-4136

共通 - 4 9



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

土木建築部
警 察 本 部
教育委員会

事 業 名

< 雇用創出事業費> その他の分野

臨 時 生 活 関 連 施 設 整 備 費

予 算 額 3 , 0 0 0 , 0 0 0  千 円 新規 ,継続の別 継  続

事業内容

的
象
等法

目
対
方

趣 』
日

「安心 ・安全の確保」、 「つくったものを 『よりいかす』視点の重視」の

観点から、既存インフラを活用すべく、臨時重点的に補修することにより、

適正な維持管理を行うことにより、新京都府総合計画に示された各施策の推

進を図るとともに、現下の経済情勢を踏まえ、小規模改良事業等の不況雇用

対策に資する。

事業内容 (単位 :百万円)

容内 所 要 額 所 管

社会基盤整備
道路の舗装、橋の修繕など

(社会基盤ス トックのレベルアップ)

落石防止などの防災対策
(安心 ・安全な地域づくり)

舗装道修繕、沿道緑地の管理など

(不況雇用対策)

道路の穴ばこ、段差解消など

(小規模修繕)

植樹帯等緑化空間の維持 ・補修など

(やす らぎ空間の維持修繕)

2 , 8 0 0 土 木 建 築 部

交通安全施設整備
信号機の設置等

(安心 ・安全な地域づくり)

1 0 0 警 察 本 部

府立学校小規模改修

消防設備、 トイレ及び内装の改修など

(小規模改修)

1 0 0 教育委員会

雇用見込人数
実雇用 8 人

担当課 ・係名

当
係

担
算

鞭

市

理

計

磁血
△
〓

部

部

醸

本

木

察
土

警

教 育 庁 管 理 部 管 理 課 管 理 係

課 ・係直通電話番号

075-4 14-5173

(代)075-414-6042

(内6042)
075-4 14-5768

共通 - 5 0



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

事 業 名

< 雇用創出事業費> その他の分野

緊急生活道路小規模改良事業費

予 算 額 5 0 0 , 0 0 0  千同 新規・継続の別 継   続

事業内容

目 的

対 象
方法等

1 趣  旨

現下の厳しい雇用 ・失業情勢の中で、府独自の緊急対策を実施する
ことで、雇用 ・就業の機会を確保する。

2 事業概要

交通量の少ない地域における、通行困難箇所に待避所の設置や視距改良

など小規模な改良工事を実施する。

3 実滝方法     請負

4 雇用見込人数   1 5 3 人

担当課 ・係名 道路建設課  府  道  係 課 ・係直通電話番号 075-4 14-5252

共通 - 5 1



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

事 業 名

< 雇用創出事業費> その他の分野

外国人研究者 ・留学生等居住支援事業費

予 算 額 1 8 , 0 0 0 千 円 新規・継続の別 新 規

事業内容

目 的

対 象

方法等

1 趣 旨

外国人研究者等の居住 を支援するとともに、D V 被害者等の

社会的弱者が安心 して暮 らせるよう府営住宅 (164団地 15,272戸)

を活用する。

2  事業概要

以下の者に、府営住宅の優先入居枠を新設 し、対象住戸の整備

を行 う。

(1) 外国人研究者等の居住支援
・ 外国人研究者
・ 留学生

(2) 社会的弱者対策の充実
・ 父子家庭
・ D V 被害者

3  雇用見込人数

実雇用 1 2 0 人

担当課 ・係名 住宅課 管理係 課・係直通電話番号 075-4 14-5366

共通 - 5 2



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

事  業  名

< 就業支援事業費>

若年者就業支援ワンス トップサービス事業費

予  算  額 5 6 , 0 0 0 千円 新規 ・継続の別 新 規

容
　
「
―
―
―
―
ジ

内

的

象

等

当
　
　
　
　
　
法

事
　
侮
ド
ｈ
Ｐ
‐．じ

1 趣  旨

新たに策定した 「雇用のミスマッチ解消策」に基づき、平成 1 5 年
8 月に設置した r京都府若年者就業支援センター」を機能強化し、相
談から職業紹介までを一貫して行うワンス トップサービスを提供でき
る体制を整備するとともに、今後、府北部地域での出張セミナー ・巡
回相談を実施するほか、ハ回一ワーク ・学生職業相談室や私のしごと
館等と連携を進める。

2  事業概要
1 5 年度 1 6 年度

サ

ー

ビ

ス
内

容

○情報提供
・面接会 ・企業採用情報等

○研修
・就職支援セミナー

○個別相談
・職業選択相談

1 5 年度サービスに加えて

○無料職業紹介
を実施し、相談から職業
紹介までを一貫して実施

①府北部への出張セミナー ・

巡回相談

3  雇用見込人数

実雇用  6 0 0 人

) 若年者就業支援センター利用状況 (1 6 年 1 月末

来所者数

延べ 2 , 0 1 8 人

男 1,365人  女 653人
～19歳   38人

20～24歳   910人

25～29歳   840人

30歳～    230人

内定者数  8 3 人 男   53人  女  30人

担当課 ・係名 雇用対策プロジェクト 就業支援チーム 課・係電話番号 075-414-5095

共通 - 5 3



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

事  業  名

< 就業支援事業費>

「私のしごと館」体験事業費

予  算  額 1 , 0 0 0 千円 新規 ・継続の別 継 続

事 業 内 容

目  的

対  象

方 法 等

1 趣  旨

様々な職業に関する体験の機会や職業情報を提供する 「私のしごと

館」を活用することにより、学卒未就職者等の若年者の職業観の藤成

を図る。

2  事業内容

〔1〕対 象

学卒未就職者、早期離職者等若年者就業支援センター利用者

(1 6 0 人)

惚〕内 容
「私のしごと館」での職業体験と若年者就業支援センターでの研

修との一体的な開催

3  雇用見込人数

実雇用 4 0 人

〔下運話房鷲酪議声     ち再軽戸
ビス事業」の

〕

担当課 ・係名 雇用対策プロジェクト 就業支援チーム 課・係 電話番号 075-414T5095

共通 - 5 4



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

事  業  名

< 就業支援事業費>

中高年齢者再就職総合支援事業費

予  算  額 1 7 , 0 0 0 千円 新規・継続の別 新 規

事 業 内 容

目  的

対  象

方 法 等

1 趣  旨

新たに策定した「雇用のミスマッチ解消策」に基づき、厳しい雇用失業情勢

におかれている中高年離職者に対する総合的な再就職支援を図るため、相

談から、再就職に必要なスキルアップのためのセミナーや職種別セミナーの

実施、さらには就職面接会の開催までの一貫した就業支援を行う。

2  事業内容

取組内容 実 施 内 容

再就職支援セミナT

求職活動中の中高年齢者に対して、自己

分析や模擬面接訓練などの演習中心の3

日間のセミナーを開催

個別相談支援事業

就職コーディネーターを配置し、再就職

支援セミナー等の受講者の内、再就職活

動後の未就職者を対象に、個別にカウン

セリング等の就職活動支援を行う。

就職面接会 中高年離職者を対象とした再就職面接会

を年2 回開催する。

3  雇用見込人数

実雇用 3 0 0 人

担当課口係名 雇用対策プロジェクト 雇用促進チーム 課口係 電話番号  1 075-414-5094

共通 - 5 5



府 民 労 働 部

事 業 名
< 就業支援事業費>

障害者の自立・就労支援事業費

予 算 額 2 6 , 0 0 0 千円 新規口継続の別 新 規

調
囲
劉
ョ

法

に
旧
隅
圧

事業内容

【目  的】
障害者校以外の府立高等技術専門校と障害者就業B生活支援センターが連携し

て、一体的に知的障害者等を対象に生活・就労相談から職業訓練、就職、職場定着
まできめ細かく自立口就労支援を行う。

【事業内容】

◆職業訓練
京都高等技術専門校及び福矢口山高等技術専門校の施設内において、障害者

対象職業訓練を実施する。

訓練対象者 定員 実施時期

京 都 高 等 技 術 専 門校 身 体 障 害 者 1 0 名 平成16年10月から

平成17年 3月まで

6 か月間福知山高等技術専門校 知 的 障 害 者 10 名

◆生活口就労相談から訓練・就職・職場定着までの一体的な支援体制の整備

> 配置人員
B就労定着推進員
口障害者職業訓練アドバイザニ
ロ訓練指導員等

> 業務内容
口障害者の就職。職場適応支援及び企業に対する職場環境改善等の動言ロ

援助
口訓練コースの設定B運営
B職業訓練の実施及び受講生への就職等支援

【雇用見込人数】

> 実雇用 30人

担当課口係名
能 力 開 発 課 指 導 係
雇用対策フ

°
ロシ

・
ェクト 就業支援チーム

課・係 電話番号
0 7 5 - 4 1 4 - 5 1 0 5
0 7 5 - 4 1 4 - 5 0 9 5

平 成 16 年 度 当 初 予 算 案 主 要 事 項 説 明

共通 - 5 6



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

事  業  名

< 就業支援事業費>
「京都口仕事情報ひろば」開設費

予  算  額 2 , 0 0 0 T 円 新規・継続の別 新 規

事 業 内 容

目  的

対  象

方 法 等

趣

インターネットを活用して、若年求職者が履歴書の書き方、面接の受け

方などの就職活動に関する相談をメールで気軽に行え、併せて就職関連

情報も入手することができるシステムを構築し、若年者の就業を支援す

る。

事業内容

相 談 者

ヽ
―
―
―
―

ジ

の業事スビ
一サプ

数

３

担当課・係名 雇用対策プロジェクト 雇用促進チニム 課8係 電話番号  1 075-414-5094

共通 - 5 7



平成 1 6 年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

事  業  名

< 就業支援事業費>

N P O 就業支援活動推進委託事業費

予  算  額 2 0 , 0 0 0    千円 新規 ・継続の別 新 規

事 業 内 容

ヽ
―
―
―
―
―
―

ジ

的
　
象
　
等法

呂
　
対
　
方

ｒ
ｌ
ト
ー
ー
ー
ー
ー
ヽ

新たに策定した 「雇用のミスマッチ解消策」に基づき、厳しい雇
用情勢に対応するため、各地域で能力開発や就業支援活動に取り組
むN P O 法人と協働し、これらの法人からの提案公募により、障害
者や若年者、中高年齢者等の就職困難者の就業支援対策の強化を図
る。

事業概要

tl〕実施方法
府内の各地域で、就職困難者を対象とした就業支援活動を実

施しているN P O 法人から、優れたノウハウを活かした具体的
な就業支援事業の提案を公募し、事業を選定の上、委託する。

なお、実施に当たっては、緊急雇用創出特別基金事業 (一般
事業) を活用した事業として実施する。

(2) 想定される対象者及び事業例
障害者、若年者、中高年齢者、ホームレス等の就職困難者を

対象とした職業能力開発や相談、研修、セミナーの開催等を内
容とする就業支援活動事業

(3) 公募期間
平成 1 6 年 5 月上旬～6 月上旬

“〕委託事業の規模
1法人当たり概ね3 , 0 0 0 千円程度

雇用見込人数

実雇用 3 0 人

趣

担当課 ・係名 雇用対策プロジェクト 雇用促進チーム 課・係 電話番号 075-414-5094

共通 二 5 8



平 成 16 年 度 当 初 予 算 案 主 要 事 項 説 明

府 民 労 働 部

事 業 名

< 就業支援事業費>
再就職促進対策費 (離職者向け短期職業訓練)

予 算 額 2 4 0 , 0 0 0 千円 新規口継続の別 継 続

事業内容

嗣
劉
到
剰法

に
旧
犀
Ｆ

【目  的】
再就職に効果的な短期職業訓練を実施することにより、離職者等の再就職の促進

を図るとともに、企業の人材ニーズ、労働者の能力水準等に応じた多様な職業能力
開発機会の整備口拡大を図る。

【事業内容】

◆離職者向け短期職業訓練
大学等の高等教育機関を活用した訓練を始め、多様な短期職業訓練を実施し、

離職者の再就職を促進する。

コース 定員 訓  練  科  目

高等教育機関

委 託 訓 練
７ 150

財務・戦略スヘ
°
シャリスト  実用ビジネス英語

環 境 マネジメント  経営スペシャリスト 等

中核人材育成 ３
6 0 初 級 シ ス ア ド e ビ ジ ネ ス

情報通信関連 2 2 ５０４
C A D シ ステ ム

W e b クリエータ 等

Ｔ

ムス
布
ネ

シ

やン

Ａ

ビ

Ｏ

就 職 促 進 ９ 280
ファイナンシャルフ

°
ランナー

宅地建物スヘ
°
シャリスト

社会保険労務士 等

務
ス
理

事
ビ
管

護

一
ン療Ｂ介誹カ

医
介
マ

組 合 せ 訓 練

(座学+ 実習)
６ 130

ITリーダー養成   プログラマー養成

ビ ジ ネ ス 実 務  医 療 介 護 事 務 等

若 年 者 向 け

スコ

８ 170
e ビ ジ ネ ス  介 護 サ ー ビ ス

ファイナンシヤルフ
°
ランナー   医 療 介 護 事 務 等

障 害 者 向 け

コ  ー  ス
５

5 5
O A シ ス テ ム

介 護 サ ー ビ ス 等

Ｔ

務

ス

実

一券

去冗

ビ

販

計 6 0 1,250 (南部 48コース1,010人 口】ヒ部12コース240人)

実 施 機 関 京都 ・福知L町・城陽障害者高等技術専門校 3校

【雇用見込人員】
実雇用  7 0 9人

担当課B係名 能 力 開 発 課 指 導 係 課。係電話番号 0 7 5 - 4 1 4 - 5 1 0 5

共通 - 5 9



平 成 ■ 6 年 度 京 都 府 圭当宅刀予 算 主 ― 事 項 説 明 挙義井斗

保 健 福 t■L 部

事 業 名

< 就業支援事業費>

母 子 家 庭 等 自 立 支 援 事 業 費

予 算 額 23, 311 千円 新規 ・継続の別 継 続

事 業 内 容

劇
封

坦

的．対肪
の

に

降

ｒ

1 趣  旨

母子家庭の母等に対し、安定した収入をもって自立した生活が送ること

ができるよう就労 ・生活支援を行う。

2  事業概要

3  雇用見込人数

実雇用  4 人

区  分 事 業 内 容 予算額

母子家庭等自立

支援センター事業

母子家庭の母等に対し、自立支援に向けた

就業サービスを提供するセンターを運営

くセンターの機能〉
・就労相談  ・職業紹介 ・資格取得講習会等

千円

15,349

職 業 技 能 訓 練

給付金支給事業

就業促進を図るため、職業能力開発を目的

に就学する母子家庭の母を対象に給付金を支結

① 自立支援教育訓練給付金
・対 象 府指定教育訓練講座修了者
・給付金 受講費の4 0 % t上限20万円〕

②高等技能訓練促進給付金
・対 象 修学期間2年姓の資格取得養成校就学者
・給付金 月額 103,000円

7,962

担当課 ・係名 児童保健福祉課 家庭福祉係 課・係 電話番号 075-414-4585

共通- 6 0


